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議案提出について

平成２７年第１回市議会定例会（３月１７日の会議）に下記の議案

を別紙のとおり提出する。

記

［委員会提出議案第３号］ 子ども・子育て支援新制度における公定

価格に係る熊谷市の地域区分の見直し

を求める意見書

〔理 由〕 保育士等の人材を確保し、充実した教育

及び保育並びに安定した園運営ができ

るようにするため



子ども・子育て支援新制度における公定価格に係る熊

谷市の地域区分の見直しを求める意見書

現在、熊谷市内には２４園の私立認可保育園及び１４園の私立幼稚

園があり、うち１園は認定こども園としての機能を有しており、各園

ともに質の高い乳幼児の教育、保育及び充実した子育て支援を行うた

め、日々尽力しているところである。

私立認可保育園の場合、運営は公費である委託料と補助金によって

賄われており、委託料については、国により地域区分・定員規模・入

所児童の年齢に応じて保育単価が定められている。平成２７年度にス

タートする子ども・子育て支援新制度における公定価格についても同

様で、保育園や認定こども園、新制度に移行する幼稚園の運営の根幹

となる。その公定価格に係る地域区分において、熊谷市は１００分の

３地域となっており、隣接する行田市・深谷市・鴻巣市・滑川町

（１００分の６地域）や東松山市（１００分の１２地域）と比べ低く

設定されている。生活圏を同じくするこれら隣接市町とは、生活水準

や保育士等における処遇において特段の格差はなく、また物価におい

ては地価等がむしろ高い傾向にあるにもかかわらず、熊谷市のみが低

い地域区分とされることには納得しかねるものがある。このような地

域区分による公定価格の多寡は、子供たちの処遇や保育士等の雇用等

に大きく影響を及ぼし、現在の保育士等の不足にさらに拍車をかける

要因となりかねないものである。

よって、国においては、以上の現状を踏まえ、下記の事項に取り組

むよう強く要望する。

記

１ 急速な少子化に加え、家庭の養育力や地域の扶助力が低下してい

る中で、熊谷市における子供たちへの質の高い教育及び保育の提供

は不可欠であることから、保育士等の雇用における隣接市町との格



差を是正することにより、人材を確保し、充実した教育及び保育並

びに安定した園運営ができるよう、子ども・子育て支援新制度にお

ける公定価格に係る熊谷市の地域区分の見直しを行うこと。

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。
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